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研究成果の概要（和文）：　聴覚障害学生が学習する際には、講師が話した内容を伝えるための情報保障システ
ムが必要不可欠である。ディスカッションなどの場面ではタイムラグがあるために、リアルタイムに参加するの
が難しい状況がある。本研究では、聴覚障害学生や授業教員へのインタビューや開発したシステムを活用した模
擬授業場面のヒアリングを通して、主体的に参加できるために必要な条件のヒントを明らかにすることができ
た。

研究成果の概要（英文）：When hearing-impaired students study, it is essential to have an access 
service system to convey what the lecturer said.
There is a situation where it is difficult to participate in real time because there is a time lag 
in situations such as discussions. In this research, through interviews with hearing-impaired 
students and class teachers, and hearings of simulated class scenes using the developed system, we 
were able to clarify hints on the conditions necessary for active participation
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　聴覚障害者がディスカッションなどに参加する場合には、手話通訳や文字通訳などの情報保障が必要不可欠で
ある。これらは、発話から手話や文字に表出するまでのタイムラグがあるためにリアルタイム性に課題がある。
本研究のディスカッション場面での情報保障システムの活用などの研究成果によって、会議などに参加している
全員が、同時に同量、同室の情報を得ながら議論に参加できるための方策が明らかになった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 高等教育機関に進学する聴覚障害学生が増加し、これにともない講師の発話を手話や文字な
どの視覚情報に変換して伝達する情報保障の取組の必要性が高くなっている。聴覚障害学生が
受講する講義での情報保障は、従来手書きで発話の要点などを書き取る「手書きノートテイク」
が主流であったが、昨今では ICT 技術の発展や情報教育の充実によって、従来の手法よりも保
障される情報量が多い「パソコンノートテイク」が実施される大学の割合が 27.6%(平成 20 年
度)から 38.4%(平成 25 年度)へと高くなっている[1][2]。 

パソコンノートテイクでは、授業中の講師の発話を文字で提示することが可能であり、講義場
面での情報保障手段として有効な手法である。しかし、ディスカッション場面において聴覚障害
学生が発言を行おうとすると、手話から日本語への手話通訳の配置が無い、聴覚障害学生の発話
が不明瞭で周囲の健聴者に伝わらない、パソコンノートテイクの文字提示は発話から表示まで
のタイムラグが発生するために適切なタイミングで割り込めない、などの理由で現状では議論
に参加しづらい状況がある。 

 近年の情報通信技術の発展に伴い、インターネットを経由して講義室の映像や音声の情報を
遠隔にいるパソコンノートテイカーに送り、入力された文字を講義室に送り返す形で情報保障
を行う遠隔情報保障支援の技術開発が進んでいる[3]。また、講義室での遠隔情報保障のみならず、
移動を伴う状況での情報保障もモバイル型遠隔情報保障システムによって実現されている[4]。こ
のような遠隔情報保障技術によって、スキルの高いパソコンノートテイカーによる支援を日本
全国で共有できる可能性が拡がり、それぞれの現場でのノートテイカーの人材不足を補うこと
が期待されている。さらに、クラウドサーバ上の認識が可能になった音声認識技術が、その認識
率の向上により、新たな情報保障手段として加わる可能性が高い現状がある。 

 パソコンノートテイクによる情報保障の体制が整い、量的な情報保障の充足がある程度満た
されてくると、次の段階としてより質の高い情報保障が求められる。学年や講義の専門性・形式
などによって、聴覚障害学生が情報保障に求めるニーズが異なる状況があるが、パソコンノート
テイカーに任せっきりのことが多く、講師と聴覚障害学生のコミュニケーションが円滑に行わ
れていない。上述のようなディスカッション場面では、おおよそ聴覚障害学生が発現できない状
況があり、情報保障への多様なニーズには応えられていない。 

 

２．研究の目的 

 研究の背景に鑑み、本研究は以下のことを当初目的とした。 

 上記のような状況を鑑み、聴覚障害者の議論参加を可能とする情報保障環境の実現に向けて、
本研究で明らかにすることを以下に挙げる。 

(1)聴覚障害学生の参加する授業での情報保障ニーズの明確化 

 講義・演習・実験・議論場面によって異なる、聴覚障害学生が求めている情報保障環境につい
て、そのニーズを明らかにする。 

(2)授業担当教員の授業目的を達成する情報保障ニーズの明確化 

そもそも授業担当者が狙いとしている授業目標と、それを達成するための情報保障環境が現状
で整っているかを調査し、授業担当教員の情報保障ニーズを明らかにする。 

(3)情報保障ニーズを満たすための技術要件の明確化 

 上記 2 つのニーズを満たし、主に議論場面での円滑なコミュニケーションを技術的に支援す
るための要件について、その具体的な方策と運用方法、それを実現する技術要素を明らかにする。 

(4)ディスカッション可能なシステム開発と評価 

 上記の技術要件に基づくシステム開発を実施する。その後、実験的に開発したシステムを検
証・評価し、システムの有効性を高めるための改善を行う。 

 

３．研究の方法 

 研究の目的を達成するために、はじめに、聴覚障害学生や授業担当教員の情報保障ニーズと現
状の課題の抽出を目指して授業場面に関するインタビュー調査を実施する。により、以下を実施
する。 
 次に、主にディスカッション場面で参加者全員が平等に参加できる環境を実現するための情
報保障手段を検討し、それらの情報保障ニーズを満たすための技術要件を抽出しシステム開発
を行う。 
 最後に、開発したシステムを用いて模擬的なディスカッション場面において開発されたシス
テムの試用を行い、課題を抽出する。 
 
４．研究成果 
(1)授業場面に関するインタビュー調査等 
実際の授業場面等の映像データやインタビュー調査により聴覚障害学生や授業担当教員の情

報保障ニーズと現状の課題の抽出を実施した。まず、授業場面の情報保障状況の映像収集を行い、
パソコンノートテイクの表出が遅くなる状況について、発話から文字表示までに要する時間の



計測(即時性)や、発話内容と表示内容との相違の計測(情報の保障度)などを行い、分析した。そ
の結果、聴覚障害学生がパソコンノートテイクを受けながら授業を受ける際に、文字の表出が遅
くなる状況について、いくつかの要因を特定することができた。表出が遅くなればなるほど、授
業への参加の即時性が損なわれ、ひいては質問をするタイミングを逃すこととなる。本研究で目
指している、聴覚障害学生が主体的に学べる状況にないことがうかがえ、適切なタイミングで質
問や意見を述べられる必要性があることがわかった。 
 次に、ディスカッション時の情報保障についての情報収集を行った。上述したように、議論へ
の参加のタイミングが難しい状況にあることから、発言権や即時性を担保するために、これまで
実施されてきた事例を収集した。具体的には、運用ルールをしっかり決めてから発言権の移譲を
行っている例や、文字通訳ではなく手話通訳の情報保障手段で通訳者が機能的な働きをしてい
ることなどがわかった。パソコンノートテイクをディスカッションに導入した事例では、パソコ
ンを見ながら発言者の表情や様子をつかむことが難しく、情報を受けるだけにとどまる傾向が
あることなどがわかった。 
(2)情報保障に関する技術要件の決定 

(1)で抽出された授業場面での情報保障ニーズに対して、聴覚障害学生が主体的に学べるため
の技術要件の検討並びに情報保障システム(パソコンノートテイク)の運用方法の検討を行った。
まず、技術要件としては、(1)授業場面等での発話から文字表示までに要する時間(タイムラグ)
に関するフィードバックを全参加者に対して行うこと(2)全参加者の発言の文字化を可能にする
こと(3)意見表出の方法を確保すること、を満たすことを検討することとした。次に、情報保障
システムの運用方法を検討し、(a)授業実施前に聴覚障害学生が学ぶ際に使用する情報保障シス
テムの仕組みを全参加者に理解させるためのコンテンツを作成すること、(b)授業実施時の運用
方法についてのマニュアルを作成すること、(c)特に、ディスカッション場面における情報保障
上の留意点に関するコンテンツを作成すること、を目指すこととした。このうち、特に(b)(c)に
ついては、授業の実施責任者である教員向けに、発話からどのような流れで文字が表出されるか
と、文字化されている状況のフィードバック情報を確認することに留意することで、健聴学生と
聴覚障害学生の情報取得のタイミングの差異を理解し、効果的なディスカッション進行のため
の配慮について記載するものとする。また、聴覚障害学生の意見表出の方法については、音声・
文字入力など複数の方法が想定されるため、個々の学生の表出方法を確認した上で、最終的に文
字化されることで仮に複数名の聴覚障害学生が参加していた場合でも情報を相互に享受できる
ことを確保できるようにすることに留意することなどを記載することとする。 
(3)開発したシステムを活用した模擬授業でのヒアリング 
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける形となったが、本研究の目的に掲げる聴覚障

害学生の学びの主体性を引き出す手法に関する検討を実施した。授業の形態にオンライン形式
が導入され、講義室の受講者とオンラインの受講者が同時に受講するハイブリッド形式の授業
が実施されるようになった。情報保障の実施方法にも密を避けるためにオンラインでの保障方
法が急速に普及されていった。パソコン文字通訳などの文字による情報保障を実施するには、講
師の音声情報が必要となるが、オンライン授業では Zoom などのテレビ会議アプリを介して音声
を取得し、文字通訳システムを活用して文字情報の入力・提示を実施するようになっている。 
 本研究では、ハイブリッド形式の授業において、情報保障を伴う場合に、情報保障の提示を本
研究で開発したタブレットに表示するアプリで実施する方法に関して、聴覚障害学生に提示し
てヒアリングを実施した。その結果、対面方式の授業でもタブレットに字幕が提示される場合に
はノートを取りながら講師の発話情報が得られる点が良いという意見や、オンライン受講の場
合にも、ノートパソコンで受講しながらメモを取るなどの際には、発話情報がタブレットに表示
されるほうが学習しやすく感じるという意見を得た。さらに、学生側からの発問が多く引き出す
ための工夫としては、オンライン形式だとチャットを活用して質問できる点が対面形式よりも
やりやすいという意見があり、授業を止めることなく文字で質問できることが求められること
が予想される。 
 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けたが、新しい授業形態が増えた場合にも、情報保
障システムなどを活用して、聴覚障害学生の主体性をより引き出す方法についてさらなる工夫
が必要と考えている。 
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